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教育法規相談事例研究 
－学校から寄せられた質問に対する教育法規に基づいた回答－
山本　豊
東京福祉大学 社会福祉学部（伊勢崎キャンパス）
〒372-0831 伊勢崎市山王町2020-1
（2015年5月29日受付、2015年7月9日受理）
抄録 : 教育委員会や学校から教育法規に関する研修会の講師を依頼されることがある。その中には児童・生徒間でトラブル
があった場合の学校の責任、事故発生の際の保護者からの責任追及にどう対応すべきかなど具体的な事例に則した法的な
対応のあり方を研修内容とする場合がある。研修会で感じることは、校長及び教員は大学で憲法や簡単な教育法規に関して
学ぶことはあるが、具体的な事例と法規とを照らし合わせて課題解決を図ることに不慣れなことである。どちらかというと
「教育的配慮」や「教育条理」ということで課題解決を図ろうとする傾向がある。しかし、そのような方策は時として解決に
至らずにかえって紛糾させる場合がある。そこで、今日の学校で実際に生じている様々な課題を学校関係者の協力を得て、
提示して貰った。その中で、教育法規の目を通して課題解決できるものを取り上げ、質問に答える形で示すことにした。
（別刷請求先 : 山本　豊）
キーワード : 教育法規、事例研究、教育課題解決
緒言
本研究は法律に基づいた教育課題解決の事例研究であ
る。事例研究を進めるために、今日の学校で生じている
様々な課題や事件等の事例を東京都、埼玉県、千葉県の
公立小中学校の校長に提供してもらった。その事例の中で
も教育法規の目を通すことで課題解決に結びつくものを取
り上げ、研究した。なお、取り上げた内容は今日的な課題
であることやその課題に対して法律的なアプローチが今ま
であまりなされていないものした。
そして、法律的なアプローチによって課題解決が可能な
内容は特異な事例ではなく、多くの学校で生じうるものを
研究対象とした。そのことが研究としての意義をより一層
高めると考えたからである。
研究方法は寄せられた事例（質問）に答えるという方法
をとり、その中で具体的な解決策を述べることにした。
質問と回答
いじめと学校の責任
質問
公立中学校の校長です。本校の1年生だったAが入学
当初から同級生B・C・D・Eの4名に「いじめ」を受け続け
ていました。いじめの内容は主に暴行や脅迫です。Aや
その保護者からの訴えもあり、学校としてもB等による
暴行や脅迫を止めさせるために指導したり、彼らが登校
してから下校するまで教員が目を離さないようにしたり
していました。また、Aをできるだけ見守るようにも心
がけました。
しかし、ちょっと目を離した隙や下校後等に暴行や脅
迫が続けられたので、B等の保護者にも協力を求めまし
たが、効果はありませんでした。
当初、Aの保護者はB等の転校を求めていましたが、結
局は、Aの家族は「いじめ ]を免れるため転居し、転校し
てしまいました。
その後、Aとその保護者は弁護士と相談の上、B・C・D・E
の4名とその保護者8名に対して暴行や脅迫などの不法
行為、子の監督義務を怠った不法行為および転居に要し
た費用などについて損害賠償を求めてきました。また、
学校については安全配慮義務違反や転居費用などにつ
いて設置者である市に損害賠償や費用などを求めてき
ました。
また私や担任にも安全配慮義務違反として損害賠償
を、そして教育委員会には私や担任などを懲戒処分にす
るようにと訴えています。
このような場合の学校（校長や担任等）の責任をお教え
下さい。
東京福祉大学・大学院紀要 第6巻 第1号（Bulletin of Tokyo University and Graduate School of Social Welfare）　pp73-86 （2015, 10）
74
山本
回答
お尋ねの事例と似たような裁判がありました（京都地裁
平成17年2月22日判決）。その事例では、被害にあった生
徒とその父母は、同級生とその父母、学校設置者（市）に対
して、暴行脅迫行為の差し止め請求、暴行脅迫の不法行為
責任、加害生徒への指導監督を怠った不法行為責任を、ま
た不法行為によって転居費用がかかったとして、さらに市
には生徒間の行為による生徒の生命身体等への侵害防止義
務違反などで総額750万円の損害賠償を求めました。
判決は、市に対して、被害生徒に対する暴行脅迫等が発
生する可能性を十分認識し得たと認められるにもかかわら
ず、従前に変わらず登校時の関係生徒の様子に注意したり、
始業前から教室等に教員を配置したりするなどせず、また、
問題生徒らを接触させないような万全の体制を整えて対応
しなかったなどの注意義務違反があるとしました。
また、加害生徒らには暴行脅迫等に対して加害者として
の損害賠償責任を負わせました。そして、加害生徒らの父
母にも自分の子等が度重なる加害行為を行っていたのにも
かかわらず、何ら具体的・実効的・積極的な指導・監督をし
た形跡がないとして不法行為責任を負わせました。
転居費用については加害者とその父母に対して損害賠
償を認めました。
さて、そこでお尋ねの質問のような場合の校長や担任の
責任ですが。このような場合には通常は損害賠償責任を先
生方が請求されることはありません。なぜならば、国家賠
償法によって、校長や担任に故意や重過失がない限り賠償
の責任を負うことはないからです。お尋ねのケースの場合
先生方に重過失があったかははっきりしませんが、重過失
があっても市が先生方に求償することはほとんどありませ
ん（国家賠償法の第1条2項では求償権を有するとありま
すが、それを行使することは今までの事例では、まずない
ということです）。
しかし、地方公務員法に規定する服務上の責任を問われ
ることは十分考えられます。学校は、在籍する生徒に対し
て一般的な安全配慮義務があるからです。義務教育制度
において生徒は、学校に登校しなければなりません（登校
させるのは法的には保護者の義務：憲法第 26条第 2項、
学校教育法第16条、学校教育法第17条）。登校してから
帰宅するまでの時間は学校及びこれに近接する区域内で、
教師の指導の下で他の生徒と共に生活をしなければなら
ない、という保護者や子供の意向に関係なく学校という生
活の場に強制的に通わせる以上は一般的な安全配慮義務
があると考えられるからです。その一般的な安全配慮義
務を負うのが担任や責任者である校長です。今までの裁
判例からは、今回の校長先生がとられた程度の指導や見守
り等では安全配慮義務を尽くしたとはいえないとされる
可能性があります。
そこで、校長や担任等は地方公務員法第32条（法令等及
び上司の命令に従う義務）や第33条（信用失墜行為の禁止）
に抵触するとして責任を問われる可能性があります。減給、
戒告のような懲戒処分の対象になるのか、それとももう少
し軽い文書訓告や口頭注意のような措置といわれるような
責任を負うのかは、様々な状況を勘案して判断されます。
なお、懲戒処分は、保護者の訴えによって行うのではな
く、教育委員会の判断によって行っています。
参考判例
＊ 安全配慮義務の有無と程度に関する判例（東京地裁八王
子支部平成3年9月26日判決　いじめ不登校事件）
学校の設置者は心身の発達過程にある多数の生徒を継
続的に監督下において教育を施すのであるから、このよう
な特別の法律関係に入った者に対し、教育活動より生じる
一切の危険から生徒の生命、健康とを保護すべき義務を信
義則上負うのが当然である。
教諭や教育委員会などの学校教育の任に当たる者は、
被告の補助者としてその職務権限内において、生徒の心身の
発達状態に応じ、具体的な状況下で、生徒の行為として通常
予想される範囲内において、他生徒にいじめなどの害を与え
る生徒に対する指導監督義務を尽くして加害行為を防止し、
原告を含むすべての生徒に安全に相当な教育を受けさせる
べき、いわゆる安全配慮義務があるというべきである。
安全配慮義務ないし安全確保義務違反があるというた
めには、その措置をとれば容易に生徒の生命及び健康等の
被害の発生を防止することができ、しかもそうしなければ
右結果の発生を防止できず、かつ、教育機関において危険
の切迫を知り、又は知り得べき状況にあったことが必要と
いうべきである。
＊ 安全配慮義務の根拠に関する判例（富山地裁平成13年
9月5日判決　いじめ自殺事件）
公立中学校の設置者は、就学校指定によって生徒が在籍
することにより、未成年者である生徒及びその親権者に対
し、教育目的に必要な施設や設備を提供すると共に、教師
に所定の課程の教育を行わせる義務を負うことになる。
そしてこのような法的関係（公立中学校における在学関係）
に付随して、信義則に基づき、同校の設置者は、学校におけ
る教育活動及びこれに密接に関連する生活関係における生
徒の安全に配慮すべき義務があり､特に他の生徒の行為に
より、生徒の生命、身体、精神等に重大な影響を及ぼすおそ
れが現に存在するような場合には、そのような悪影響ない
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し危害の発生を未然に防止するため、事態に応じた適切な
措置を講じる義務があるというべきである。原告等は、
前記の法律関係は、準委任契約に類した私法上の在学契約
である旨を主張するが、公立中学校における在学関係は、
就学校指定という行政処分により開始されることや、在学
関係の形成やその内容が当事者の自由意思に委ねられてい
るとはいえないことからすると、私法上の契約関係と異な
る法律関係とみるのが相当である。
＊ 安全配慮義務の内容に関する判例（千葉地裁平成13年
1月24日判決　いじめ負傷事件）
① 細心な観察を行う。「学校には、学校教育活動及びこれと
密接に関連する生活関係において、いじめ等による生徒
の心身に対する違法な侵害が加えられないよう、適切な
配慮をすべき注意義務、すなわち、日頃から生徒の動静
を観察し、生徒やその家族から暴力行為やいじめについ
ての具体的な申告があった場合にはもちろん、そのよう
な具体的な申告がない場合であっても、あらゆる機会を
とらえて暴力行為やいじめ等が存在しないか否かを注意
深く見極め、それが窺える場合には､関係生徒及び保護
者らから事情聴取をするなどして、その実態を調査し、
表面的な判定で一過性のものと決めつけずに、実態に応
じた適切な防止措置をとる義務があるというべきであ
る。なぜなら、学校内における暴力行為やいじめ等は、
一般に人目につかないところで行われたり、教師等の面
前ではふざけの体裁を取って行われることがあり、また、
被害を受けている生徒も、仕返しを恐れるあまり、暴力
行為やいじめ等を否定したり、申告しないことも少なく
ないからである。」
② 組織全体として適切な措置を行う。「いじめ等による生
徒の心身に対する違法な侵害が加えられないよう、適切
な配慮をすべき義務は、学校長や個々の教員のみが負う
ものではなく、学校の組織全体としても、適切な措置を
なすべき義務が存する。」
③ 些細な行為と思えるものでもいじめに該当する場合があ
る。「個別的に見ればその態様ないし程度が些細なもの
もあり、また、生徒の学校生活ではその一部あるいはそ
れに近い行為が日常的に生起している場合もあるとこ
ろ、未成年、ことに中学生くらいの年代の子供は、このよ
うな行為を通じて他人と接触する訓練を積む側面のある
ことも否めない。一方で、ある行為が個別的に見て、
それ自体としては些細なものと評価し得べき場合であっ
ても、当該行為が全体として専ら特定の生徒に向けられ
たものであって、単独あるいは複数の生徒により、長期
にわたって執拗に繰り返され、被害生徒の心身に耐え難
い精神的苦痛を与えているような場合には、かかる行為
が全体として違法になることはいうまでもない。」
学校の設置者　学校教育法第38条「市町村は、その区域内
にある学齢児童を就学させるに必要な小学校を設置しなけ
ればならない。」
　中学校については学校教育法第49条で第38条を準用し
ている。すなわち公立の小･中学校の設置者は市町村であ
る。なお、東京都の区については、同法第140条に「この法
律における市には、東京都の区を含むものとする。」とあり、
小・中学校の設置者は区である。
信義則　すべての人は、社会共同生活の一員として、信義
に合し誠実を旨として行動することを要求される。この倫
理的規範を法律において尊重し、法律関係をこれに適合さ
せなければならないとするときに、特にこれを法律におけ
る信義誠実の原則あるいは信義則という（我妻 , 1967）。
民法は、基本原則のひとつとしてその第1条2項に「権利
の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければ
ならない。」と規定しています。この信義則の一例として
安全配慮義務が判例上認められています。違反した場合
は、契約関係にあれば債務不履行責任（民法第415条）、
そうでない場合は不法行為責任（民法第709条）が問われる
ことになります。
国家賠償法と公務員の責任
質問
　公立小学校の新任校長です。先輩のA校長先生から
「最近の先生達は元気がないし、 学校に活気が感じられな
い。何かあると保護者達から訴えられて、責任をとらさ
れると思い意欲的に物事に取り組むことに躊躇している
ような気がする。我々、公務員は何か事故を起こしても
損害賠償については国家賠償法によって支払う必要がな
い。すなわち法によって守られているから､萎縮してい
ないで、もっと思い切って学校教育に取り組んで欲し
い。」と、言われました。
　A先生が言われるように、学校に活気が感じられない
のは事実かも知れません。それは保護者とのことだけで
なく、次から次に押し寄せる教育上の課題への対応に追
われていることにも一因があります。そんな現状を思う
と、A先生の「公務員は事故を起こしても国家賠償法に
よって守られている。」という話は元気になれそうな内容
なので、活気ある学校とするために我が校の職員にその
ような話をしたいと思っていますが、法的に問題はあり
ませんか。また、事故と責任に関する内容で法的に押さ
えておくべきことがありましたら、ご教示下さい。
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A先生は最近の先生方の元気のなさは保護者への対応
や、場合によっては訴えられることへの心配にその一因が
あると思われているのでしょうか。そこで、いざというと
きには公務員は国家賠償法によって守られているから安心
して教育活動に取り組みなさいという趣旨での発言だった
のでしょうか。A先生が他の先生方を元気づけようとされ
た気持ちは分かりますが、先輩校長としては、国家賠償法
の立法趣旨や事故を起こした場合の他の法的な責任につい
ても配慮のある慎重な発言が求められます。
国家賠償制度は、公権力の不法な行使に対する国民の賠
償請求権と国家（地方公共団体も含め）の賠償責任を認め
る制度です。明治憲法下では「国家無答責の原則」が支配
しており、国や地方公共団体の不法行為についての責任は
一般的には否定されていました。しかし、日本国憲法の制
定時の頃に「国家無答責の原則」に代わる国家責任の制度
が世界的にようやく確立しました。そのような趨勢の中
で「何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたとき
は、法律の定めるところにより、国又は公共団体に、その賠
償を求めることができる。」と憲法第17条に規定されたの
です。これは、明治憲法下の切り捨て御免的行政の反省を
踏まえて、国家の賠償責任を明らかにし、国民の権利救済
に仕えようとするものです。この憲法第17条を受けて国
家賠償法が制定されました。従って、国家賠償法の立法趣
旨は第一義的には被害者となった国民の権利救済です。
しかも、加害者である公務員の支払い能力の有無にかかわ
らず、損害賠償（権利救済）を確実にするために国や地方公
共団体に、まずは支払い責任を求めたとの考えが一般的で
す（国家賠償法第1条1項）。ただし、同法第1条2項では、
「公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又は
公共団体は、その公務員に対して求償権を有する。」とあ
り、事故や事件を起こした公務員が全く損害賠償責任を負
わないというわけではありません。確かに、過失の場合は
教育公務員は地方公共団体が支払った賠償金を求償され
ないというのが判例や実務です。そういう意味では公務
員は法によって守られていると言えそうです。また第2項
については、軽過失の場合にまで公務員に責任を負わせた
のでは、公務員が職務遂行について抑制的になり、事務執
行の停滞をもたらすおそれがあるとする考えもあります
（古崎 , 1971; 田中 , 1974）。しかし、この点については公
務員の仕事の特殊性を強調することに対する批判もあり
ます（下山 , 1973; 潮見 , 2011a）。
A先生の意図はどこにあったのかは解りませんが、A先
生のような発言は物議を醸すおそれがあります。すなわ
ち、公務員は国家賠償法によって守られているという発言
を聞いたら被害者側は教師に対して失望感や許せない気持
ちを抱くようになるのではないでしょうか。例えば水死事
故を考えてみましょう。教員Bの過失によって水泳指導中
に児童か生徒が死亡したとしましょう。確かに、損害賠償
の点では国家賠償法によって、故意または重大な過失がな
い限り地方公共団体が支払った賠償金を教員Bは求償され
ることなく、支払い義務も生じません。この点についても
潮見（2011c）は加害行為をした公務員の民法第709条に基
づく個人責任（損害賠償責任）を立法論ではなく解釈論とし
て認められるとして、その責任を否定する理由はないと述
べています。
国家賠償法は加害者である教員Bを守ることに第一義
的意味があるのではなく、被害者の救済を考えての法律で
す。水死事故の場合、損害賠償金の請求額の算定根拠とな
る規定は、民法第 709条、第 710条、第 711条などです。
これらによって算定された金額が通常は国家賠償法第1条
1項によって支払われることになります。
しかし、加害者に憤りを覚えている被害者側（原告）の中
には、加害者を被告として訴えたいとの強い思いをもって
いる場合があります。すなわち、被害者の中には加害者の
支払い能力の有無にかかわらず、国家賠償法ではなく一般
法である民法によって直接加害者である教員に賠償を認め
て欲しいというものです。現在の裁判では国家賠償法第1
条があることからこの訴えは認められていません（訴えて
も請求棄却となります）。
この公務員の個人責任否定説に対して潮見（2011b）は、
以下のような理由で個人責任肯定説を述べています。①
国家賠償法第1条1項による責任を国･公共団体の自己責
任ととらえた場合には、これとは別個に公務員個人の民法
第709条に基づく損害賠償責任を肯定することになんら困
難はない。②私人の不法行為に関する民法第715条の使用
者責任では加害者自身も第709条に基づき損害賠償責任を
負わされるのに、国家賠償責任では公務員が被害者に対す
る直接責任を負わないというのでは権衡を失する（公務員
個人の萎縮･公務の適正な遂行の妨げを強調し、又公的部
門の特殊性を理由とするのは成り立たない。公務員優遇
のための論理である）。③求償権の制限は内部関係におけ
る求償制限（最終的負担部分の決定）に関するルールで
あって、対外的責任を拘束するものではない。④軽過失が
あったに過ぎない加害公務員が被害者に賠償した場合に
は、この公務員から国･公共団体に対する逆求償の余地を
残しておけばよい。⑤そもそも、故意･重過失がある加害
公務員に対する求償が現実に機能しているとはいえない
ため、故意･重過失ある加害公務員に対する免責を認める
結果となっている。
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今までの判例や通説に対して、上記のような有力な考え
が述べられていることも、校長先生は視野においていなけ
ればなりません。
ところで、剣道部での指導中にわが子を亡くした被害者
遺族からの想いとして以下のような内容のものがありま
す。この想いを慮ったら、公務員は国家賠償法で守られて
いると言うべきではありません。
国家賠償法で守られる被告へ・被害者遺族の想い
　皆様へ
　署名に協力して下さい。署名用紙はこちら
　2009年8月22日、大分県立竹田高校剣道部・主将であっ
た息子剣太（17歳）は熱中症で最も重い熱射病を発症し多
臓器不全にて亡くなりました。
　大分地方裁判所は今年3月21日、「顧問の教諭等は男子
生徒が熱中症になったと認識したにもかかわらず、直ち
に練習を中止せず病院への搬送が遅れたことが救命の可
能性を低下させる大きな原因となった」として、私たち原
告の訴えを認めました。
　一方で顧問と副顧問だった二人の教諭については、「国
家賠償法が適用されるため公務員個人の賠償責任は生じ
ず、訴えの対象にならない」として請求を退けました。
　私たちは、このまま「国家賠償法」により顧問と副顧問
が守られることが許せませんでした。
　息子を死に追いやったこの二人に賠償させなければ意
味がないのです ! そして、裁判の判決で過失を認められ
た人間に対して公務員であるからという理由から「国家
賠償法」で守られる現状を今、打ち破らなければ !! と考
えています。
　どうか、皆さんのお力を貸していただけませんか !
　よろしくお願いします。
　私たちは、最後まで闘います。
話を水死事故に戻しますが、過失による水死事故ですか
ら、業務上過失致死罪（刑法第211条1項）で公訴を提起さ
れる可能性があります。可能性というのは、日本の刑事訴
訟法は起訴便宜主義（刑事訴訟法第248条）ですから、業務
上過失致死罪に該当していても必ず起訴されるとは限り
ません。水死事件後、真摯に自己の非を認め反省し、また
国家賠償法に関係なく多大のお見舞い金を進んで支払った
り、社会的な制裁を受けたりするなど様々な情況を勘案し
て起訴されない場合があります。体罰事件を犯した教員が
必ずしも起訴されないのは、この起訴便宜主義によるもの
です。このような場合の多くは起訴猶予処分となります。
いずれにしても、水死事故を招いた教員は地方公務員法の
第32条や第33条及び第35条などにも抵触するとして懲戒
免職の処分を受けることがあります。
このようなことを考慮すると、教員は国家賠償法で守ら
れている、故意または重大な過失がない限りは損害賠償責
任を負うことはないとの発言は、軽々にしてはいけないこ
とがお分かりかと思います。繰り返しになりますが、その
ような発言は自己の責任を真摯に認めているとは思えま
せんし、被害者側の感情を逆撫ですることになります。
法に触れる行為を行ったという事実には責任を感じるべ
きです。
法的な責任は償えばそれで済むかも知れませんが、教え
子を亡くしたという事実についての教師としての道義的責
任は一生ぬぐい去ることはできないと思います。
以上のようなことを十分考慮に入れて、先生が職員にお
話をされることを望みます。元気や活気が教育活動への熱
意や子どもたちへの思いからほとばしるものであって欲し
いと思います。深い川は、時として静かに流れているもの
であることも忘れたくはないものです。
起訴猶予　検察官が不起訴処分にしたもののうち、犯罪の
嫌疑はあるが、訴追し処罰する必要性のない場合に起訴し
ないことをいいます。体罰をした教師が、起訴猶予後再び
体罰をして傷害などを負わせた場合は、起訴猶予とされた
体罰事件と併せて起訴される場合があります。
参考条文
国家賠償法
［公権力の行使に基づく損害の賠償責任、求償権］
第1条　国または公共団体の公権力の行使に当たる公務員
が、その職務を行うについて、故意または過失によつて
違法に他人に損害を加えたときは、国または公共団体
が、これを賠償する責めに任ずる。
②　前項の場合において、公務員に故意または重大な過失
があつたときは、国または公共団体は、その公務員に対
して求償権を有する。
第4条　国または公共団体の損害賠償の責任については、
前三条の規定によるの外、民法の規定による。
民法
（不法行為による損害賠償）
第709条　故意または過失によって他人の権利または法律
上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた
損害を賠償する責任を負う。
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（財産以外の損害）
第710条　他人の身体、自由若しくは名誉を侵害した場合
又は他人の財産権を侵害した場合のいずれであるかを問
わず、前条の規定により損害賠償の責任を負う者は、財産
以外の損害に対しても､その賠償をしなければならない。
（近親者に対する損害の賠償）
第711条　他人の生命を侵害した者は、被害者の父母、配
偶者及び子に対しては、その財産権が侵害されなかった
場合においても、損害を賠償しなければならない。
刑法
（業務上過失致死傷等）
第211条　業務上必要な注意を怠り、よって人を死傷させ
た者は、5年以下の懲役若しくは禁錮又は百万円以下の
罰金に処する。重大な過失により人を死傷させた者も、
同様とする。
地方公務員法
（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務）
第32条　職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、条
例、地方公共団体の規則及び地方公共団体の機関の定め
る規程に従い､且つ、上司の職務上の命令に忠実に従わ
なければならない。
（信用失墜行為の禁止）
第33条　職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全
体の不名誉となるような行為をしてはならない。
（職務に専念する義務）
第35条　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を
除く外、その勤務時間及び職務上の注意力の全てをその
職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責
を有する職務にのみ従事しなければならない。
刑事訴訟法
［起訴便宜主義］
第248条　犯人の性格、年齢及び境遇、犯罪の軽重及び情
状並びに犯罪後の情況により訴追を必要としないとき
は、公訴を提起しないことができる。
体の性と心の性が不一致の児童への対応について
質問
　公立小学校の校長です。新入生の保護者から、「息子は、
体の性と心の性が一致しない『性同一性障害者』と医者か
ら診断されています。女の子として受け入れてもらいた
いのですが、学校では、どのような対応をしていただけま
すか。」と、相談を受けました。
　幼稚園児の頃は、男女隔てのない生活であったので、
特に意識することなく過ごしてきたとのことです。小学
校入学を迎える年齢となり、ランドセル選定の際、息子が
「ピンク色を買って欲しい。」と強く希望したことから、
保護者が医師に相談した結果、「性同一性障害」があると
診断され、今回の相談となりました。
　性同一性障害に関することや本校の新入生のような場
合の対応について、法的なことも含めて教えて下さい。
回答
まず、性同一性障害者に関する定義は法律ではどのよう
になっているかを確認しましょう。「性同一性障害者の性
別の取扱いの特例に関する法律」の第2条では、性同一性
障害者を以下のように定義しています。
第2条　この法律において「性同一性障害者」とは、生物学
的には性別が明らかであるにもかかわらず、心理的には
それとは別の性別（以下「他の性別」という。）であるとの
持続的な確信を持ち、かつ、自己を身体的及び社会的に
他の性別に適合させようとする意思を有する者であっ
て、そのことについてその診断を的確に行うために必要
な知識及び経験を有する二人以上の医師の一般に認め
られている医学的知見に基づき行う診断が一致してい
るものをいう。
ところで、今回相談を受けた児童のケースは、医師2名
以上の診察の結果「性同一性障害者」であると診断された
のですね。ただ、上記の定義に当てはまる人に対して
「性同一性障害者」と呼称していますが、マイノリティの人
達に障害者という言葉を用いることに違和感があります
（どのような人を障害者というのかは難題で、用法によっ
ては差別になります）。この点に関して二宮（2007）は、
「家族と法」という書物の中で以下のように述べています。
『GID（Gender Identity Disorder　性同一性障害と呼ばれ
ているが、私は、「障害」という表記には反対であり、「性自
認の不一致」などと訳すべきだと思う）性自認の不一致と
は、心理的な性自認と身体の性が一致しない人をいう。』
二宮氏の見解は、傾聴に値すると考えます。
さて、学校での対応ですが、そのことで参考となるのは、
平成22（2010）年4月23日に文部科学省の「児童生徒が抱
える問題に対しての教育相談の徹底について」という通知
です。その別添に、男の子を女の子として受け入れること
となった、いわゆる性同一性障害の事例があります。対応
の参考になると思いますので以下に掲載します。
【受入れまでの経緯】
平成20（2008）年10月、小学1年生の男子児童の母親が
自治体の家庭児童相談室を通じて市の教育委員会に相談を
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行ったところ、市教委から専門医への受診の提案を行った。
平成21 （2009） 年2月専門医において初診を受け、その後、
同年4月にその診断書を学校に提出し、配慮を求めた。学
校長及び市町村教育委員会は相談･連携の下、同年7月、校
長より専門医へ相談を行い、その結果、同年9月2学期より、
女の子として受け入れを決定した。
【関係者への説明】
○ 平成21 （2009） 年9月、校長より全職員に対して当該児
童への配慮事項について指示。
○  9月1日全校朝会にて、校長より児童への説明。さらに、
同日、全学級において、担任より説明。
○ また学校PTA会長及び当該児童が在籍する2年生の学年
委員の保護者には、学校長が説明。
○ 当該児童の在籍する学級では、同年9月保護者会の席上
で当該児童の保護者が、他の保護者に説明。
【現状】
平成21 （2009） 年9月以降、服装･トイレ等についても
女の子として学校生活を送っており、特段の問題は生じて
いない。
この問題は法的には憲法第13条や第14条が関係すると
言えます。第13条には「すべて国民は、個人として尊重さ
れる。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利につい
ては、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上
で、最大の尊重を必要とする。」と、あります。GIDは価値
観の一つであると考えることができます。人の価値観は公
共の福祉に反しない限り最大の尊重が必要です。ただし、
価値観は内心に止まる限りは、憲法第19条の範疇にあり、
全くの自由です。GIDの人は少数であるが故に様々な抑
圧を受け易いと思われます。学校では、多様な価値観につ
いて理解を深める良い機会と考えるべきです。その時に
は、周囲の児童生徒の考えも十分聴くことが大切です。
子どもには大人より柔軟な思考回路があります。学校は児
童生徒の人権に配慮しながら、そして責任をもって子ども
と共に学校としての対応を考えることも一方法です。
学校の対応ではありませんが、地方自治体の取り扱う文
書においては、必要性のない性別記載欄を削除する動きが
出ています。個人の尊重ということからは適切な対応と思
います。学校ではかつて、研究授業で使用する学習指導案
に、何年何組男子○名女子○名合計○○名という表記が多
く見られました。しかし、今日では男女の数を意識した授
業内容でない限りそのような表記はなくなり、単に学級の
人数が書いてあるだけです。これはGIDを意識した取組
みではありませんでしたが、個人の尊重という点からは性
別記載欄の削除と同じことが言えます。
また、憲法第14条1項には、「すべて国民は、法の下に平
等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、
政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。」
と、あります。人種以下門地までは例示であり、それに限
定されるものではありません。性別に関係なくGIDの方
も人として差別されてはなりません。
学年の進行と共に、対応については新たな課題が生じる
ことが予測できます。他の性別の服装や髪型など様々な相
談について学校としてどこまで対応できるかは、憲法第21
条1項の表現の自由にも関係します。そのようなときの対
応には、教職員だけで抱え込むことなく、保護者、教育委員
会、法律家、専門医、スクールカウンセラーそして、内容に
よっては児童生徒も含めて共に課題解決への努力をすべき
と考えます。そのようなことは、GIDの人だけでなく少数
者や弱い立場の人への配慮や平等とは何かということにつ
いて考える良い機会にしたいものです。
参考条文
［思想及び良心の自由］
憲法第19条　思想及び良心の自由は、これを侵してはなら
ない。
［集会・結社・表現の自由］
憲法第21条1項　集会、結社及び言論、出版その他一切の
表現の自由は、これを保障する。
非常変災等による臨時休業について
質問
　公立中学校の校長です。関東圏内に大型の台風が接近
し、その多くの地域が台風の影響を受けるとの天気予報
がありました。そこで、関東圏内にある本校では明日は
休業日にするのか、天気の回復状況によっては午前中だ
けを休業とし、午後から授業を行うかについて決定する
ために、昼休みに企画委員会の教員たちに集まってもら
い協議していました。私は、企画委員会の教員たちの考
えをも参考として明日は休業日とすることに決定しまし
た。保護者には、メールと文書でその旨を伝えました。
　夕方、テレビで台風情報を観ていましたら、東京のいく
つかの区では学校毎ではなくて、区単位で明日の休業に
ついての対応を行うというニュースが流れていました。
臨時休業は学校教育法施行規則によって学校毎で行うは
ずなのに、教育委員会が一律に決めているとすれば、なぜ
このようなことができるのだろうかとの疑問がわきまし
た。このようなことは、校長の権限を侵すことになり、違
法ではないのですか。ご教示ください。
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回答
校長先生が指摘されていますように、学校休業日を決定
する権限は学校教育法施行規則第63条に校長とあります。
規則第63条は、「非常変災その他急迫の事情があるときは、
校長は、臨時に授業を行わないことができる。この場合に
おいて、公立小学校についてはこの旨を当該学校を設置す
る地方公共団体の教育委員会に報告しなければならない。」
とあり、校長先生に臨時休業を決定する権限があると規定
しています。また、同法施行規則第79条では、中学校にも
第63条を準用する旨を規定しています。なお、非常変災そ
の他急迫の事情とは風水害、地震、大雪などの自然災害、そ
れ以外の伝染病の流行、食中毒の発生などが考えられます。
さて、非常変災は学校毎に事情が異なるということで、
校長に決定権がある訳ですが、東京の都心やそれに近い学
校では臨時休業が教育委員会の決定で行われているとすれ
ば法の趣旨を逸脱していると言わなくてはなりません。
結論から言えば、そのようなこと行われていないと考えら
れます。たとえば、東京都葛飾区の教育委員会から保護者
宛に出されている文書を参考例にして考えてみることにし
ましょう。そこには以下のようなことが書かれています。
＜下図＞
葛飾区教育委員会の文書ように、教育委員会の基準を踏
まえ最終的には校長・園長判断とすることは、東京都の特
別な状況を勘案したとき学校教育法施行規則第63条の趣
旨を逸脱していないと考えられます。逸脱していないと言
うより、その方が望ましいともいえます。東京都に限らず
都会の学校の中には、近隣の幼稚園や小・中学校と数十メー
トルしか離れていないところが多くあります。そのような
平成27年4月15日
葛飾区立幼稚園・小学校・中学校の保護者のみなさまへ
　　　　　　　　　　　　　　　　葛飾区教育委員会
台風等の荒れた天気による気象警報発令時の対応について
　台風等の荒れた天気による気象警報が発表された際の区立小・中学校・幼稚園の対応につ
いて、お知らせします。下記の基準を下に、幼児・児童・生徒の安全確保をしてまいりますの
で、ご理解とご協力をお願いいたします。
　なお、実際、荒れた天気が予想される場合の時間や規模、地域の状況等によって対応が異
なることから、下記の基準を踏まえた、校長・園長判断により学校から通知が出される場合
があります。（下線は筆者）
〔対象となる警報（準用）〕　暴風特別警報（暴風雪特別警報）、大雨特別警報（大雪特別警報）、
暴風警報（暴風雪警報）、大雨警報（大雪警報）、洪水警報
登校（登園）時の対応について
気象情報 学校及び保護者の対応
〇 午前6時の時点で葛飾区内（23区東部）に
「暴風雨特別警報」または 
「大雨特別警報」が発表されている場合
〇臨時休業
〇 午前6時の時点で葛飾区内（23区東部）に、
次の警報が同時に発表されている場合
①「暴風警報」と「大雨警報」
②「暴風警報」と「大雨警報」と
　「洪水警報」
〇午前授業
　※ 午前6時前に警報が解除となった場合
授業は、1校時から開始を予定します。
台風の余波が懸念されます。警報が解
除されても保護者が危険と判断する場
合は、自宅待機させ、学校（園）への電話
連絡をお願いします。
以下省略
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特別な状況下の地域で非常変災（とりわけ自然災害）による
臨時休業の対応が学校毎に異なることは、保護者の不信を
招く恐れがあります。近隣の学校の校長同士で話し合って
できるだけ対応を揃えることは、これまでも行われていま
した。また、非常変災ではありませんが、運動会の実施に
ついても、天候の状況では実施か順延か迷うときに、開催
日が同じ近隣の学校と話し合って実施か否かを決定するこ
とも行われています（水捌けの善し悪しなど校庭のコン
ディションによっては異なる決定の場合がありますが）。
近隣の学校との距離が近いという都会ならではの事情もあ
り、教育委員会は校長会との話し合いの結果、上記の基準
を示したものと理解できます。
では、教育委員会は何を根拠に基準を示すことができる
のでしょうか。その根拠としては、地方教育行政の組織及
び運営に関する法律の第21条5号を挙げることができま
す。教育委員会は、教育課程の管理者として休業日につい
ての基準を示したと考えられます。当然のことですが、教育
委員会は休業日についての基準を示すことはできますが、
具体的な状況下で休業か否かを決定するのは校長ですか
ら、葛飾区教育委員会の文書もそのようになっていると理
解します（筆者が下線を引いた部分）。
地方教育行政の組織及び運営に関する法律が学校教育
法施行規則の上位法であるからとして、休業日の決定権も
教育課程の管理者としての教育委員会が有すると解したら
法の趣旨を逸脱していることになります。
非常変災等による臨時休業は、幼児・児童・生徒等の登降
園・登下校や保育・授業時等の安全だけでなく教職員の通勤
状況等を考慮しなければなりません。公立の幼児・児童・
生徒等は教職員に比較して学校の近くに住んでいる場合が
多いと考えられます。子どもたちは登園や登校が可能でも、
教職員の出勤が難しい場合があります。非常変災の中、授
業日としたら教職員の大半が電車が不通で出勤できないと
いう状況の場合もあり得ます。休業日にするか否かの判断
材料の一つに職員の通勤事情も勘案しなければなりません。
そのようなことをも考慮に入れると、最終判断は校長とい
うことにならざるを得ないのです。非常変災は学校によっ
て状況が異なることから、校長に休業日とするか否かの決
定権があると考えるのが法の趣旨です。従って、教育委員
会は学校での対応に困難が生じないように一定の基準を示
すことは問題ではありません。しかし、最終的には校長の
判断に委ねる道を残しておくのが法の趣旨と考えます。
また、一定の基準の下、登校を保護者の判断に委ねた場
合、指導要録の出欠等についてはどのような扱いにするか
は教育委員会として示すべき内容です。学校毎に取り扱い
が異なってよいものではありませんから。
参考条文
地方教育行政の組織及び運営に関する法律
（教育委員会の職務権限）
第21条　教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育
に関する事務で、次に掲げるものを管理し、及び執行す
る。
五　学校の組織編成、教育課程、学習指導、生徒指導及び
職業指導に関すること。
下校中の悪戯と学校の責任
質問
　公立A中学校の校長です。卒業式間近の3月の夕方
5時過ぎに、「近隣のXだが、貴校の3年生が私の車のバン
パーの上で飛びはね車を傷つけてしまった。捕まえよう
と追いかけたが逃げ足が速く捕まえられなかった。下校
中のことだから学校の責任で犯人を捜し出し、その保護
者の連絡先を教えるように。さもないと器物損壊罪で警
察に訴えるので、子どもたちを警察に引き渡したくな
かったら、以上のことをすぐにやるように。また、学校も
保護者と損害賠償の連帯責任者として責任をとるよう
に。」との電話がかかってきました。
　私は、教務主任に生徒についての情報を集めるように
指示すると、教頭と共にXさんの自宅に詳しいことを尋
ねに出かけました。Xさんの話では、以前から様々な悪
戯があったが、自分が卒業した学校の後輩たちなので
少々大目にみてきた。しかし、今回は許せないとのこと
でした。なぜなら悪戯された車は、高級外車で修理代で
も百万円位はかかるとのことでした。加害者の生徒名ま
では解らなかったが、学年ごとに色の異なるジャージを
着ているので3年生だということは解るという話でした。
　Xさんから私に示された内容は、加害生徒たちの住所
氏名を明らかにし、Xさん宅で謝罪させること。加害生
徒の保護者の住所氏名そして電話番号を教え、修理代を
弁償させること。修理期間中愛車と同じ車を代車として
使用する代金と愛用の車を傷つけられた精神的な損害に
ついても支払うこと。そして、車の修理代や慰謝料等に
ついては学校も連帯して責任を持つようにと言われま
した。
　その場で、以上のことについて文書にするようにと言
われましたが、教頭の機転で何とか持ち帰って検討する
ことを許してもらいました。
　そこで、お尋ねします。下校中の悪戯まで学校は責任
を負うのでしょうか。このような場合、Xさんの要求に
ついて学校はどのように対応したらよいのか、法的な観
点からご教示下さい。
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結論からいいますと、下校中のこのような悪戯にまで学
校には法的な責任はありません。児童生徒が通常の経路及
び方法によって通学するとき、事故に遭った場合は「学校
の管理下」の事故として独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンター法施行令第5条により災害共済給付の対象となりま
す。しかし、災害共済給付のための「学校の管理下」という
ことと、下校中の悪戯までに学校の法的責任を認めるかと
いうこととは直接結び付くものではありません。放課後教
室内での、児童や生徒同士の喧嘩について、一定の理由が
ない限り学校に注意義務や保護監督義務を判例が認めてい
ないことからも、下校中の悪戯についてまでは学校に保護
監督義務は無いと言えます。
しかし、そのことと今回の悪戯は、学校は法的な責任を
負う立場にないから、Xさんに加害者は警察で調べて貰い、
賠償については保護者と協議して下さい、と言うわけにも
いかないと思います。そこでXさんの主張の妥当性と学校
の対応について考えてみることにしましょう。
まず、加害生徒たちを明らかにし、Xさん宅で謝罪させ
ることですが、学校に法的な義務は無いとはいいながらも、
生徒指導上犯罪行為を見逃すわけにはいきません。中学
3年生ということは、全員が14歳以上ですから刑事責任能
力があります。Xさんが言われるように器物損壊罪で訴え
ることも可能な事件です。学校としても悪いことは見過ご
さないという方針で、Xさんに言われるまでもなく、悪戯
（悪戯というには、ことは重大です）をした生徒を明らかに
することは大切です。Xさん宅へ伺わせるのは、加害生徒
の保護者と学校側が同道の上というのが望ましいと思いま
す。なぜなら、保護者の住所氏名等を学校が勝手に教える
ことは問題だからです。校長先生は加害生徒の保護者に
Xさんの要望ついてきちんと伝えた上で、保護者自身で
Xさん宅に出向いたときに自らの意思で住所氏名等を伝え
るように話すべきです。謝罪については、憲法第19条の問
題が考えられますから、学校としては保護者や生徒たちに
任せることが賢明です。
次に、弁償の内容ですが実際にかかった修理代、代車代
そしてある程度の慰謝料が考えられます。これは民法第
709条と710条によるものです。この場合は、中学3年生
ですから中学生自身も責任を負うことになりますが、保護
者自身も今までの監護養育責任を問われ、同様の責任を負
うことになると思われます。また支払いについては、共同
不法行為ということで民法第719条1項により連帯責任を
負うことになります。
さて、教頭先生の機転はなかなかのものです。Xさん宅
に最初に伺ったときに、学校も連帯して責任を負いますと、
校長先生が一筆入れたら、悪戯があった時点では学校に法
的な責任はなかった場合でも、一筆入れたことで結果的に
は損害賠償について法的な責任を負うことになりかねませ
んでした。すなわち、学校も、保護者たちと一緒に支払い
に応じますと、Xさんが書かせることに脅迫的言辞を用い
た様子はありませんから違法とはいえないのです。すなわ
ち、学校も連帯責任を負いますと書かせることが民法第90
条の公の秩序善良の風俗に違反すると言えないということ
です。もちろん学校は書かない自由があり、そのことを咎
められることはありません。
誠意を持って謝罪することは大切ですが、謝罪の仕方に
は十分気をつけなければなりません。それが法的な責任に
結び付く場合があるからです。
公の秩序善良の風俗　公の秩序と善良の風俗の間には必ず
しも明瞭な限界はありません。前者は国家社会の一般的利
益を指し、後者は一般的道徳観念を指します。しかし、
そのいずれにも該当するものが極めて多く、両者を強いて
区別する必要はありません。両者をあわせて公序良俗とい
います。公序良俗に反する内容は不断に変遷する社会思
想、社会制度並びに道徳観念を正しく認識することによっ
て判断するほかはありません。一応の基準として以下のよ
うなものがあります。
①人倫に反するもの　離婚して結婚する予約。
② 正義の観念に反するもの　犯罪その他不正行為に加担す
る契約。
③ 他人の無思慮･急迫に乗じて不当の利を博するもの　弁
済期に返金しなければ著しく不相当に高価な財産を取り
上げる契約。
④ 個人の自由を極度に制限するもの　かつての芸娼妓契
約。
⑤ 著しく射倖的なもの　賭博（ただし、法律が特殊の立場
から、公営競馬のように特に許容した場合は別である）。
（我妻ら , 2005）
契約を交わすことは本来、私的自治の範囲ですから、公
序良俗に反しない限り有効です。本件の場合、校長先生が
教え子たちの悪戯に関して道義的責任を感じ、Xさんに対
して保護者と共に連帯責任を負うとする契約を結ぶこと
は、公序良俗に抵触すると思えませんから違法ではありま
せん。
連帯責任　具体的に述べますと、車に関しての被害額が
100万円だったとすると、その金額を加害者側の誰にでも
被害者Xさんは請求できるということです。加害者側が
4人だったら25万円ずつ分けて払うのでなく、被害者から
100万円請求されたら、それを誰かが支払った上で、内部的
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に求償することになります。校長先生が自分も連帯責任を
負うと約束されたら、Xさんに100万円請求されたら、そ
れを支払い、しかる後に保護者に請求することになります
（加害行為をした人から先に請求して下さいとは言えませ
ん）。また、共同不法行為の場合は裁判で一人25万円の合
計100万円支払うように言い渡しを受けたら、連帯して支
払うことになります。したがって、Xさんは加害者の誰に
対しても100万円を請求することができます（当然のこと
ですが、その中の一人から100万円の支払いを受けたら、
他の加害者に請求することはできません）。
参考条文
独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令
（学校の管理下における災害の範囲）
第5条　災害共済給付に係る災害は、次に掲げるものとす
る。
　一　児童生徒等の負傷でその原因である事由が学校の管
理下において生じたもの。ただし、療養に要する費用
が5千円以上のものに限る。
　二　学校給食に起因する中毒その他児童生徒等の疾病で
その原因である事由が学校管理下において生じたも
ののうち、文部科学省令で定めるもの。ただし、療養
に要する費用が5千円以上のものに限る。
　三　第一号の負傷又は前号の疾病が治った場合において
存する傷害のうち、文部科学省省令で定める程度のも
の。
　四　児童生徒等の死亡でその原因である事由が学校の管
理下において生じたもののうち文部科学省令で定め
るもの。
　五　前号に掲げるもののほか、これに準ずるものとして
文部科学省令で定めるもの。
②　前項第一号、第二号及び第四号において「学校の管理
下」とは、次に掲げる場合をいう。
　一　児童生徒等が、法令の規定により学校が編成した教
育課程に基づく授業を受けている場合。
　二　児童生徒等が学校の教育計画に基づいて行われる課
外指導を受けている場合。
　三　前二号に掲げる場合のほか、児童生徒等が休憩時間
中に学校にある場合その他校長の指示又は承認に基
づいて学校にある場合。
　四　児童生徒等が通常の経路及び方法により通学する場
合。
　五　前各号に掲げる場合のほか、これらの場合に準ずる
場合として文部科学省令で定める場合。
憲法
［思想及び良心の自由］
第19条　前出
　*　謝罪の強制についての参考判例として、最大判昭和
31年7月4日があります。
民法
（公序良俗）
第90条　公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目的と
する法律行為は、無効とする。
（不法行為による損害賠償）
第709条　故意または過失によって他人の権利または法律
上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた
損害を賠償する責任を負う。
（財産以外の損害の賠償）
第710条　他人の身体、自由若しくは名誉を侵害した場合
又は他人の財産権を侵害した場合のいずれであるかを
問わず、前条の規定により損害賠償の責任を負う者は、
財産以外の損害に対しても、その賠償をしなければなら
ない。
（共同不法行為者の責任）
第719条第1項　数人が共同の不法行為によって他人に損
害を加えたときは、各自が連帯してその損害を賠償する
責任を負う。共同行為者のうちいずれも者がその損害
を加えたかを知ることができないときも、同様とする。
退職校長への「感謝する会」について
質問
　公立小学校の校長です。本校は歴史も古く、歴代校長
のほとんどが本校で定年退職を迎えています。4月に現
任校に赴任してみると、前任校長へのいわゆる「感謝する
会」の実行委員会が組織されており、日程と会場が確定し
ていました。実行委員長は現任校長の役割ということで、
私になっていました。
　前任校長との引き継ぎの折りには「感謝する会」につい
ての話は一切なく、4月1日の着任の際に校長室で教頭と
PTA会長から聞かされました。
　私は、いわゆる民間人校長で、教員を経験することなく
校長になったので「感謝する会」のことについては全く寝
耳に水の感です。教頭の話では、本市の多くの学校では
「定年退職」をした校長への「感謝する会」を退職の年の6
月頃に行うのが習わしになっているとのことです。
　「感謝する会」のような私的な会に教頭をはじめとして
教職員やPTAなどが関わることについて法的に問題は無
いのでしょうか。お教え下さい。
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いわゆる「感謝する会」については、多くの地区で最近は
行われなくなっていると伺っています。しかし、先生が赴
任された地区の学校ではまだ行われているのですね。
最近は多くの地区で自粛？されるようになったのには、
理由があると考えられますからそのことについて考えてみ
ることで、問題点を明らかにしていきましょう。
まず、「感謝する会」は、私的なことですから教職員は勤
務時間や職場の施設や設備などを利用して会の準備をする
ことは許されません。勤務時間内に行うことは、地方公務
員法の第30条や第35条に抵触します。また、たとえ勤務
時間外でも学校の施設や設備を勝手に使用して会の準備を
することも認められません。それは、民間会社関係の人か
ら、退職する先輩の為に「感謝する会」を行うから、準備の
ために学校の会議室や印刷機をなどを夜の6時以降に使用
させて欲しいとの申出があったとしても使用を認めること
ができないのと同じことです。このような会は、学校教育
法第137条の学校施設の社会教育への利用に該当しません
（他の参考条文として社会教育法第44条･第45条）。退職
校長への「感謝する会」の準備会も私的な行為ですから民
間会社の方たちが準備のために学校を利用することとなん
ら変わりがありません。
従って、「感謝する会」を実施するとなれば、発起人や実
行委員たちは勤務時間外に学校を使用しないで、その準備
を進めるべきでしょう。となれば、多くは自宅で行われた
り有料の施設を借用したりして進めることになります。
また、PTA会長が、PTAとしてではなく個人的に「感謝
する会」に賛同して進めるのであれば問題とはなりません
が、PTAの組織として活動するのであればPTAの会則違反
の疑いがあります。4月1日の着任の際に話があったとの
ことですが、教頭やPTA会長には公私混同の疑いがありま
す。厳しい言い方になりますが、このようなことが前述の
地方公務員法の第30条や第35条に抵触することになりま
す（教頭だけが対象ですが）。実際は、そのようなことで責
任を問われることは、まずありませんが、職員に範を示す
立場上望ましいことではありません。
しかし、多くの準備会は、校内で行われる場合がほとん
どです。今日の公務員に対する世の中の眼を考えると自粛
もやむを得ないかと思います。
また、参加者を募るとき不参加者には記念品代として数
千円を求める場合があります。そして「感謝する会」では数
十万円にも上る記念品や金券が贈呈される場合があるとも
仄聞します。「感謝する会」の実行委員会の発足会は、その
ほとんどの会が当該退職校長が現職中に行われています。
日程を調整したり会場を確保したりする都合もあり、退職
校長は自分のために「感謝する会」が行われることを知悉し
ています。退職校長は、自分のために数十万円（場合によっ
ては百万円を超える金額）をかけた会が催され、そして数
十万円の金品が贈呈される「感謝する会」であることも了知
しています。それは、現職中であれば「感謝する会」の内容
によっては地方公務員法第33条に抵触し、同法第29条の
懲戒処分の対象となる場合があります。そのようなことに
なったら、「感謝する会」どころか最後の花道さえ飾ること
ができなくなります。数十万円の金品を受け取る行為が収
賄罪に抵触するとは、現行刑法の解釈上は言えませんが、慎
むべきなのが教師としての最後の在り方だと考えます。
さて、先生のようないわゆる民間人校長（以下「民間人校
長」という。）が旧弊に対して疑問や苦言を呈することは、
民間人校長に求められていることの一つです。教育改革で
大いに期待されている民間人校長ですが、中には刑事事件
を起こしたり、セクハラやパワハラなどを行ったりして耳
目を聳動させる人もいます。しかし、多くは教育に熱意を
持って仕事に励んでいるものと信じたいものです。
先生には、職員の考えに耳を傾けることを忘れることな
く、しかし是々非々の態度で民間人校長としての期待に大
いに応えて欲しいものです。
参考条文
地方公務員法
（懲戒）
第29条第1項　職員が次の各号の一に該当する場合にお
いては、これに対し懲戒処分として戒告、減給、停職又は
免職の処分をすることができる。
　一　この法律若しくは第57条に規定する特例を定めた
法律又はこれに基く条例、地方公共団体の規則若しく
は地方公共団体の機関の定める規程に違反した場合
　二　職務上の義務に違反し、又は職務を怠つた場合
　三　全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があつた場合
（服務の根本基準）
第30条　すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益の
ために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げ
てこれに専念しなければならない。
（信用失墜行為の禁止）
第33条　前出
（職務に専念する義務）
第35条　前出
学校教育法
[社会教育への利用 ]
第137条　学校教育上支障のない限り、学校には、社会教
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育に関する施設を附置し、又は学校の施設を社会教育そ
の他公共のために、利用させることができる。
社会教育法
（学校施設の利用）
第44条第1項　学校（国立学校又は公立学校をいう。以下
この章において同じ。）の管理機関は、学校教育上支障が
ないと認める限り、その管理する学校の施設を社会教育
のために利用に供するように努めなければならない。
（学校施設利用の許可）
第45条　社会教育のために学校の施設と利用しようとす
る者は、当該学校の管理機関の許可を受けなければなら
ない。
②　前項の規定により、学校の管理機関が学校施設の利用
を許可しようとするときは、あらかじめ、学校の長の意
見を聞かなければならない。
学校教育法施行規則
［免許状によらない校長の任用］
第22条  国立若しくは公立の学校の校長の任命権者又は私
立学校の設置者は、学校の運営上特に必要がある場合に
は、前2条に規定するもののほか、第20条各号に掲げる
資格を有する者と同等の資格を有すると認める者を校
長として任命し又は採用することができる。
刑法
（収賄、受託収賄）
刑法197条第1項　公務員が、その職務に関し、賄賂を収受
し、又はその要求若しくは約束をしたときは、5年以下の
懲役に処する。この場合において、請託を受けたときは、
7年以下の懲役に処する。
考察と結語
質問内容を検討したり、冒頭で述べた研修会での講師を
したりしている中で改めて感じたことは、学校関係者
（校長や教員）の多くが法律的な知識が少ないということで
ある。そのために問題となっている内容を解決するための
法律はあるのだろうか、またあるとすれば何という法律な
のだろうかが解らないということよくあるケースである。
学校関係者の法律的な知識の少なさを如実に示すものが、
そもそも問題となっている事例が法律上の問題となり得る
かも解らないということである。そのために解決方法が見
いだせないケースが多かったといえる。
また学校では課題解決の方法として、法律的な知識を用
いることを潔しとしない教職員が中にはいる。法律は杓子
定規で冷たいものであるので学校には馴染まないとの考え
である。そのような者は学校で問題解決するにあたって大
切なことは法律よりも「教育的な配慮」や「教育条理」が優
先すると考えている場合がある。学生時代からあまり馴染
みのなかった法律を使って、ことを解決しなくても情に絡
めた教育的な配慮で、今まで解決できたとの自負心がそう
思わせるのかもしれない。しかし、今日の社会では教育的
な配慮や教育条理だけでは解決できないケースが増えてい
ることも確かである。そのことを端的に示すものとして、
教育委員会の中に顧問弁護士をおいて課題解決を図ってい
るところもある。
課題が生じたとき、すぐに法律を持ち出すことは確かに
我が国の教育現場には馴染みにくいし、保護者や地域住民
の理解や信頼をすぐには得られにくいかもしれない。しか
し、最終的な解決方法は法の規定によらざるを得ない場合
がある。
回答は学校や保護者、地域住民の気持ちを考え、法規だけ
でなく教育的な配慮をも考えたものになっている。また、
平易で具体的な解決方法を心がけたつもりである。課題は、
具体的な解決方法を一般化できる力を学校関係者にどのよ
うにして付けて貰えるかである。大学での法規学習の充実
はもとより、教育委員会は研修計画やOJTを通して、法的な
知識と考え方を教職員に対してどのようにして身に付けさ
せるかを真剣に考える時期に来ているのではないだろうか。
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Case Studies of Education Law: Answering Questions about Education Law from Schools
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Abstract : I have been occasionally invited by schools or education boards to serve as a lecturer at their education-law 
workshops.  Some workshops cover how to legally deal with school responsibility problems caused by troubles between 
students or with any blame for accidents placed by parents.  At these workshops, I feel that the school officials are not 
accustomed to using appropriate education laws to solve problems with specific cases although they have learned the 
Constitution and basic education laws at colleges.  In most cases, they tend to solve such problems with “educational 
care” or “educational reason.”  These measures, however, cannot lead to solution, rather prolonging the problems.  Thus, 
I have asked those involved in education to present various cases involving educational problems actually arising in 
schools today.  Among them, I have researched such problems that can be solved by appropriate laws. 
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